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第1章 はじめに 

 
１ 計画改定の背景と目的 

 ごみ問題は、私たちの生活に直結する最も身近な環境問題であるとともに、生活環

境だけでなく、資源の枯渇等、今後の社会の存続にも大きく関わってくる問題です。

３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）や循環型社会という言葉も当たり前に使

われるようになり、ごみを減量させること、資源を有効利用することの重要性が認識

されつつあります。近年は、食品ロス削減やプラスチックの排出抑制、「ＳＤＧs（持

続可能は開発のための目標）」といった取り組みが提唱されており、より一層、環境

施策の推進協会が求められています。 

国においても、「循環型社会形成推進基本法」が制定された平成12年度を起点とし、

リサイクル関連の各種法律が継続的に制定・改正されており、国を挙げて循環型社会

の形成が進められています。最近では平成30年6月に「第４次循環型社会形成推進基

本計画」が閣議決定され、廃棄物の量に加えて循環の質にも着目した循環型社会の形

成のための基本方針が示されました。 

また、令和３年６月には、プラスチック資源循環促進法が成立し、プラスチック資

源循環等の措置の一層の取り組みが図られることが求められています。 

このような背景のもと、朝日町では、平成８年３月に「朝日町一般廃棄物（ごみ）

処理計画」を策定して以来、本町から発生する一般廃棄物の収集、運搬、処理（資源

化、再利用等を含む）、処分を総合的な視点でとらえ、循環型廃棄物処理システム形

成の基本的な考え方を明確にした上で、将来目標を設定し、中・長期的に必要となる

施策を定め、多様化する一般廃棄物の処理を行うための指針を策定し、取り組んでき

たこところでありますが、社会状況などの変化を踏まえ、本計画を改定し、資源効率

性のさらなる向上や３Ｒ、廃棄物の適正処理を一層推進していくため、「朝日町一般

廃棄物処理計画」を策定するものです。 

 

２ 対象地域 

 

本計画の対象地域は、朝日町全域とします。 

 

３ 対象廃棄物 
 

本計画で対象とする廃棄物は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下、「廃棄 

物処理法」という）に基づく一般廃棄物（ごみ）とします。 

 

４ 計画の位置付け 
 

本計画は、廃棄物処理法第６条第１項に基づき策定するもので、本町の上位計画で

ある「朝日町総合計画」等と整合性を図り、今後の廃棄物行政における総合的な指針

として位置付けるものです。   
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環境基本計画

循環型社会形成推進基本法

循環型社会形成推進基本計画

廃棄物処理法

廃棄物処理法基本方針

法律・国の計画

〈再生利用の促進〉

〈個別物品の特性に応じた規制〉

〈国等が率先して再生品などの調達を推進〉

県の構想・計画

新川広域圏事務組合の計画

本町の計画

富山県災害廃棄物処理計画

朝日町災害廃棄物処理計画

〈廃棄物の適正処理〉

（とやま廃棄物プラン）

一般廃棄物処理計画

自動車リサイクル法
小型家電リサイクル法

グリーン購入法

新川地域エコプラン

第５次朝日町総合計画

朝日町人口ビジョン

廃棄物処理施設整備計画

資源有効利用促進法

容器包装リサイクル法
家電リサイクル法
食品リサイクル法
建設リサイクル法

富山県県環境基本計画

富山県廃棄物処理計画

新川地域循環型社会形成推進地域計画

環境基本法

環境基本計画

循環型社会形成推進基本法

循環型社会形成推進基本計画

廃棄物処理法

廃棄物処理法基本方針

法律・国の計画

〈再生利用の促進〉

〈個別物品の特性に応じた規制〉

〈国等が率先して再生品などの調達を推進〉

県の構想・計画

新川広域圏事務組合の計画

本町の計画

富山県災害廃棄物処理計画

朝日町災害廃棄物処理計画

〈廃棄物の適正処理〉

（とやま廃棄物プラン）

一般廃棄物処理計画

自動車リサイクル法
小型家電リサイクル法

グリーン購入法

新川地域エコプラン

第５次朝日町総合計画

朝日町人口ビジョン

廃棄物処理施設整備計画

資源有効利用促進法

容器包装リサイクル法
家電リサイクル法
食品リサイクル法
建設リサイクル法

富山県県環境基本計画

富山県廃棄物処理計画

新川地域循環型社会形成推進地域計画

環境基本法

環境基本計画

循環型社会形成推進基本法

循環型社会形成推進基本計画

廃棄物処理法

廃棄物処理法基本方針

 
 



- 3 - 

 

 

関連計画等における目標値 
  関連計画等における目標値は以下のとおりです。 

国、組合、本町の計画にお

ける目標値項目  

基準年度  

目標年度  

目標  

第４次循環型社会形成推進基

本計画(H30.6)  

目標年度  

：R７（2025年）  

①1人1日当たりのごみ排出

量：850ｇ/人・日  

②1人1日当たりの家庭系ごみ

排出量）：約440g/人・日  

③事業系ごみ排出量：約1,100

万ﾄﾝ  

 
 

富山県廃棄物処理計画  

（R3.3）  

目標年度  

：R7（2025年） 

①一般廃棄物排出量：374千ﾄﾝ  

②1人1日当たり排出量：870ｇ

/人・日  

③循環利用率： 28％  

④最終処分量：32千ﾄﾝ 

 

新川広域圏事務組合 

新川地域循環型社会形成推進

地域計画（R4.3）（予定） 

目標年度  

：R10 （2028年） 

朝日町に関する目標値  

（集団回収除く） 

①生活系ごみ排出量：4,478ｔ

/年（R2比△5％） 

②事業系ごみ排出量：709ｔ/

年 （R2比19％） 

③ごみ総排出量：4,478ｔ/年  

④生活系ごみ総排出量原単

位：300.6ｇ㎏/人（R2比△5％） 

 

⑤総資源化量（集団回収含

む）：660ｔ/年（R2比15％） 

⑬最終処分量：427ｔ/年  

660ｔ/年（R2比10％） 

朝日町  

第５次総合計画  

目標年度  

：R7（2025年） 

1人1日当たりごみ排出量（資

源・リサイクルを除く）：  

910g/人・日 

資源化率（リサイクル率） 

年間13.0％ 

住民による環境美化活動数 

【年間】：150件 

 

５ 計画目標年度 

本計画は令和４年度から令和１３年度までを計画対象期間とし、令和１３年度（最

終年度）を目標年度として設定します。また、計画の進捗状況を把握するために、令

和８年度を中期目標年度として設定します。 

なお、本計画は、策定後の社会情勢や法制度等の動向を踏まえ、計画の前提となる

諸条件に大きな変動のあった場合には、必要に応じて見直しを行うものとします。 
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計画期間

年　度 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

令和

 
最
終
年
度

計画期間

 
中
期
年
度

 
計
画
策
定

前計画
計画期間

（１０年）

【計画の見直し】

・施策の点検
・現状課題の整理
・新たな目標検討

 
 

 

 

 

５ 計画の位置付け見直し・評価 
 

   朝日町一般廃棄物処理計画は、資源循環に係わる様々な施策を多岐にわたって展

開するための基礎となる計画です。これらの目標を達成するため、計画の各段階に

おいて進捗状況を点検・評価し、次の施策展開に反映させていく必要があります。 

   そのため、進捗状況を施策ごとに毎年点検するものとします。 

   点検は、目標達成に向けた取り組み状況や目標の達成度について評価し、問題点

について整理し、次年度に向けた事業の課題を明確に把握し、必要に応じて基本計

画等の見直しを行います。 

   また、住民や事業者の取り組みや活動を把握するとともに、寄せられた情報や意

見についても検討していくものとします。 
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第２章 地域概況 
 
１ 位置 

 

朝日町は富山県の東端部に位置し、東西約２１㎞、南北約２５㎞、面積２２７．４ 

１k㎡で富山湾に面しています。 

東は新潟県糸魚川市と、西は入善町と、南は黒部市及び長野県白馬村と接し、町の 

東南部には白馬岳（2,932ｍ）、町名の由来となった朝日岳（2,418ｍ）等を主峰とす

る北アルプス連峰がそびえ、小川・笹川・境川等の河川は、これらの山々に源を発し、

日本海に注いでいます。 

  また、面積の約６０％が「中部山岳国立公園」と「朝日県立自然公園」に指定され 

ており、海抜０ｍから３，０００ｍ級の山々までを有する風光明媚な町です。 

 

 
 

２ 気象 
 

朝日町内における朝日気象観測所及び、富山気象観測所の月別降水量及び平均気

温の平年値を図２－１に示します。富山県は日本海側気候に属し、冬季を中心に降

水量が多いです。 

朝日町及び富山の平年値を比較すると、月別平均気温については大きな違いはな

く、年間平均気温の平均値は 14℃前後であるが、降水量については富山に比べて

朝日が多く、富山は年間降水量の平年値が 197.55mm、泊は 226.8mm であります。 
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図２－１ 月別降水量及び平均気温の平年値 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 人口 
 

   本町の人口・世帯数の推移は図２－２に示すとおりであり、総人口は減少傾向を

示している。令和２年度末の総人口は 11,460 人、世帯数は 4,725 世帯であり、平

均世帯人員が 2.4 人となっています。 

   また、年齢別人口（図２－３）では男性、女性ともに 70～74 歳人口が、最も多

くなっている。0～14 歳までの年少人口は 899 人（7.8％）、15 歳～64 歳までの生

産年齢人口は 5,531 人（48.3％）、65 歳以上の高齢者人口は、5,030 人（43.9％）

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

℃ ㎜ 

気象庁：富山・朝日の平均値（年月ごと） 
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図２－２ 人口と世帯数の推移 

 
 

  

 

図２－３ 年齢別人口 

 

 
 

 

 

 

令和 2 年度末 住基人口（人） 

各年度末 住基人口（人） 
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４ 産業 

 
 本町の事業所数及び従業者数の推移は図２－４、２－５、２－６に示すとおりで

あり、平成 28 年の総事業所数は 637、総従業者数は 3,802 人となっています。産

業（大分類別）の従業者数では製造業が 834 人（21.9％）、次いでサービス業が 675

人（17.8％）を占めています。 

 平成 24年度の総事業所数、総従業者数と比較すると、それぞれ 137 事業所、333

人の減少となっています。 

 

図２－４ 事業所数・従業者数の推移 

 

従業者数
（事業所）（人） （事業所）（人）

774 4,135 637 3,802
農林漁業 9 84 10 89
鉱業、採石業、砂利採取業 - - - -
建設業 133 575 106 501
製造業 55 840 46 834
電気・ガス・熱供給・水道業 1 3 - -
情報通信業 1 1 1 2
運輸業、郵便業 10 120 8 112
卸売業、小売業 184 831 152 675
金融業、保険業 6 70 5 41
不動産業、物品賃貸業 55 67 32 47
学術研究、専門・技術サービス業 12 29 12 31
宿泊業、飲食サービス業 74 388 62 344
生活関連サービス業、娯楽業 91 260 76 230
教育、学習支援業 30 54 20 36
医療、福祉 36 497 37 490
複合サービス事業 9 43 9 55
サービス業(他に分類されないもの) 68 273 61 315

全産業（公務を除く）

「平成24年経済センサス活動調査結果」
「平成28年経済センサス活動調査結果」

産業分類
H28年度

事業所数
H24年度

事業所数 従業者数
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図２－５ 事業所数の推移 
 

 
 

 

 図２－６ 従業者数の推移 
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５ 土地利用 
  

   本町の総面積は 22,630ha であり、地目別面積の構成は、図２－６のとおりであ

ります。山林、原野、雑種地その他で 20,765.23ha と 91.3％をしめており、宅地

面積は 301.34ha と 1.3％となっています。 

 

 

図２－７ 地目別面積の構成 

 
 

 

 

 

 

６ 将来構想 
 

   本町では、平成 28 年３月に「第５次朝日町総合計画」を策定し、令和３年３月

にその後期計画を策定しました。 

   その中で、「夢と希望が持てるまちづくり 朝日町」、「子育て応援日本一のまち」、

「生涯健康で活躍できるまち」、「移住・定住・交流で賑わうまち」を掲げ、町民、

地域、事業者、行政の「オール朝日町」でわが町ふるさとに対する夢と希望を育み

ながら、町民総参加の協力のもと、町民一人ひとりが活躍し、輝けるまちづくりを

進めていきます。 

 

 

 

 

総面積：22,630.00 ㌶ 

（町資料：令和３年 1月 1日現在） 

単位：ha 
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第３章 ごみ処理基本計画 
 

第１節 ごみ処理の現況 
 

１ ごみ処理事業の概要 
 

    朝日町におけるごみ収集は、町内全域の一般家庭を対象に実施しており、事業

系ごみは直接搬入又は許可業者による収集としています。 

    当町におけるごみ収集及び処理の概要は図３－１のとおりであり、家庭系ごみ

は「燃やせるごみ」、「燃やせないごみ」、「金属・ガラス・粗大ごみ類」、「分別資

源ごみ」①スチール缶、②アルミ缶、③びん類（③-1 無色、③-2 茶色、③-3 青・

緑色、黒色、③-4 リターナブルびん）、④紙製容器包装、⑤プラスチック製容器

包装、⑥ペットボトル、⑦新聞、⑧雑誌類、⑨段ボール、⑩紙パック、⑪使用済

小型家電の４種 17 分別としています。 

    ごみの処理については、燃やせるごみは新川広域圏事務組合エコぽ～と（以下、

エコぽ～と）で焼却処理を行っています。燃やせないごみは平成 21 年度より新

川広域圏事務組合宮沢清掃センター（以下、宮沢清掃センター）において減容処

理を行った後、民間施設にて発電用燃料として最終処分を行っています（平成

20 年度までは埋立処理）。また、金属・ガラス・粗大ごみ類については、宮沢清

掃センターで破砕処理を行った後、磁性金属を選別し資源再生業者に引き渡し、

これら以外の不燃物はエコぽ～とで燃やせるごみを焼却した際に発生した焼却

残渣とともに埋立処理を行っています。分別資源ごみについては、町内回収及び

ペットボトルの拠点回収、資源物回収広場での回収を行い、資源物再生業者へ引

渡しをおこなっています 

    ごみ処理にフローについては、図３－２のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 12 - 

 

図３－１ ごみの収集・処理形態 

 

収集回数 収集体制 収集方法 処理施設

燃やせるごみ　
境・宮崎・

泊１区・泊２区・

泊３区・五箇庄
週３回

燃やせるごみ
大平・笹川・南保・

山埼・大家庄 週２回

燃やせないごみ
ﾋﾞﾆｰﾙ･ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類

週１回 委託 ステーション方式
新川広域圏事務組合
宮沢清掃センター

燃やせないごみ
金属・ガラス・粗大ごみ

月１回 委託 ステーション方式
新川広域圏事務組合
宮沢清掃センター

分別資源ごみ
（スチール缶・びん類・紙製容器包

装・プラスチック容器包装）

月１～２回 委託 ステーション方式 資源再生業者

分別資源ごみ
（ペットボトル）

随時 委託 拠点回収 資源再生業者

分別資源ごみ
（スチール缶・アルミ缶・びん類・紙

製容器包装・プラスチック容器包装・

ペットボトル・新聞・雑誌類・段ボー

ル・紙パック・使用済小型家電）

週２回 委託 拠点回収 資源再生業者

燃やせるごみ
新川広域圏事務組合
エコぽ～と

燃やせないごみ
新川広域圏事務組合
宮沢清掃センター

金属・ガラス・粗大ごみ
新川広域圏事務組合
宮沢清掃センター

集
団
回
収

アルミ缶・新聞・雑誌類・段ボール 集団回収団体により随時 資源再生業者

収集区分

新川広域圏事務組合
エコぽ～と

随時
直接搬入又は町の許可業者による収集
運搬

家
庭
系
ご
み

事
業
系
ご
み

委託 ステーション方式
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図３－２ ごみ処理のフロー 
 

資
　
源
　
ご
　
み

燃やせるごみ

ビニール・プラ類

びん類

中 間 処 理 最 終 処 分

焼却残渣

埋立物

破砕物

破砕物

金属・ガラス・粗大類

雑誌

小型家電

生し尿

事
業
系
ご
み

燃やせるごみ

ビニール・プラ類

アルミ缶

家
　
　
庭
　
　
系
　
　
ご
　
　
み

金属・ガラス・粗大類

集団回収

スチール缶

プラ製容器包装

紙製容器包装

ペットボトル

紙パック

ダンボール

新聞

資源再生
業 者
(資源化)

新川広域圏事務組合
エコぽ～と

新川広域圏事務組合

新川一般廃棄物

最終処分場

民間施設
最終処分場

新川広域圏事務組合
宮沢清掃センター

新川広域圏事務組合
クリーンぽ～と

民間処理
施設

（破砕・圧縮・梱包）

新川広域圏事務組合

宮沢清掃センター

一般廃棄物最終処分場

入善浄化センター

民間処理
施設

（破砕・選別）

民間施設
最終処分場
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２ ごみ排出量の状況 
 

（１）家庭系・事業系ごみの排出量 
  本町の過去５年間のごみ排出量は以下のとおりです。総排出量は減少傾向にあ

り、平成 27 年度が 5,036ｔだったのに対し、令和２年度は 4,547ｔであり、約

490ｔ減少しています。主な要因としては、人口の減少、また環境への配慮が、

ライフスタイルへ浸透してきたことの影響と考えられます。事業系ごみ排出量、

集団回収量のいずれについても減少傾向にあります。事業系ごみ排出量の減少に

ついては、事業所の減少、また令和２年度はコロナ禍よる事業活動が低調であっ

た影響によるものと推測されます。また、集団回収量については、ボランティア

活動の団体数の減少、また令和２年度においては、コロナ禍により、活動が低調

であったことによるももと推測されます。 

  一方、家庭系のごみ搬入量については、平成 30 年度までは、減少傾向にあっ

たものの令和元年度から、増加傾向となっています。令和 2年度においては、可

燃ごみ搬入量、不燃ごみ搬入量が、増加しており、これらは、コロナ禍による巣

ごもり生活による家庭内の排出量の増加の影響によるものと推測されます。また、

家庭ごみの内、資源物については、全体数は、減少傾向であり、これは、環境配

慮の容器等使用、また容器等の軽量化によるものと考えられます。全体数は、減

少傾向にあるものの、アルミ缶、ペットボトルの排出量は、増加傾向にあります。 

 

 

 

（２）平均排出量 
本町の過去５年間のごみ排出量は以下のとおりです。年間総排出量と人口と年

間日数で除した１人１日平均総排出量は増加傾向にあり、平成 27 年度が 918 グ

ｇ/人・日だったのに対し、令和２年度は 967ｇ/人・日であり、約 49ｇ/人・日

増加しています。主な要因としては、令和 2 年度においては、可燃ごみ搬入量、

不燃ごみ搬入量が、増加しており、これらは、コロナ禍による巣ごもり生活によ

る家庭内の排出量の増加の影響によるものと推測されます。 

  一方、1人 1日平均集団回収量、１日平均事業系ごみ排出量は、いずれも減少

傾向にあります。これらの要因は、上記の排出量減少の要因と同様であると考え

られます。 
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図３－３ 系別ごみの排出量の推移 

 

（t/年）
種類   H23   H24   H25   H26   H27   H28   H29   H30 R１ R2

家庭系 収集 3,037 3,025 2,964 2,943 2,805 2,771 2,667 2,527 2,564 2,506

自己搬入 241 288 277 289 288 290 290 281 310 385

自己搬入（公
用）

- - - - 51 47 62 51 40 52

小計 3,278 3,313 3,241 3,232 3,144 3,108 3,020 2,859 2,915 2,944

家庭系 16 9 6 7 11 12 11 22 28 38

計画収集等
（公用含む）

696 704 705 673 669 617 638 647 630 654

小計 712 713 711 680 680 629 649 669 658 692
 アルミ缶 9 9 10 10 9 11 12 11 12 13
 スチール 12 12 11 10 8 8 7 7 7 8
 ビン 88 87 86 79 76 74 71 68 63 59
 ペットボトル 21 22 22 21 21 22 21 22 24 25
 プラ製容器包装 26 21 22 17 15 19 16 12 13 16
 ダンボール 58 57 68 61 57 68 67 73 75 74
 雑誌 77 74 85 77 67 74 68 67 68 61
 紙製容器包装 30 29 30 28 26 22 21 19 21 22
 新聞 144 144 151 151 138 143 143 136 133 120
 その他 集計 集計 2 2 2 1 0 0 0 0 0 0
小型家電 0 15 28 23 19 24 23 28 18 10

467 470 515 479 436 464 449 445 434 407
家庭系小計 4,457 4,496 4,467 4,391 4,259 4,201 4,118 3,973 4,007 4,043

事業系
事業系
（許可業者）

444 423 442 378 375 331 329 325 298 228

事業系
（許可業者を除く）

284 321 318 245 233 218 211 215 200 165

小計 728 744 760 623 608 549 540 540 497 393
事業系
（許可業者）

95 98 92 96 100 118 115 112 121 81

事業系
（許可業者を除く）

2 0 0 0 15 0 2 1 1 0

小計 97 98 92 96 115 118 117 113 122 81
事業系小計 825 842 852 719 723 666 657 653 619 474

集団回収  アルミ缶 3 3 3 3 2 3 2 2 2 2
 ダンボール 23 24 24 23 19 15 11 13 11 10
 雑誌 12 13 9 8 7 6 7 4 3 3
 新聞 44 45 40 32 27 31 27 24 19 16
集団回収小計 83 85 75 66 54 54 48 42 35 30

合 計 5,365 5,423 5,395 5,175 5,036 4,922 4,823 4,669 4,661 4,547

可燃ごみ搬入量

不燃ごみ搬入量

可燃ごみ搬入量

不燃ごみ搬入量

 
 

 

 



- 16 - 

 

 
 

 
 

 

 

 

単位：t 
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 図３－４ 系別の平均排出量の推移 

（g/人・日）
種類   H23   H24   H25   H26   H27   H28   H29   H30 R１ R2
人口 13,683 13,555 13,266 12,985 12,712 12,433 12,204 11,981 11,740 11,460

収集 608 611 612 621 604 611 599 578 598 599

自己搬入 48 58 57 61 62 64 65 64 72 92

自己搬入（公
用）

- - - - 11 10 14 12 9 13

小計 656 669 669 682 678 685 678 654 680 704

家庭系 3 2 1 1 2 3 2 5 6 9

計画収集等
（公用含む）

139 142 146 142 144 136 143 148 147 156

不燃ごみ搬
入量 集計

142 144 147 143 146 139 146 153 154 165

 アルミ缶　　　　　　　※ 2 2 2 2 2 2 3 3 3 3
 スチール　　　　　　 ※ 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2
 ビン                   ※ 18 18 18 17 16 16 16 16 15 14
 ペットボトル          ※ 4 4 5 4 5 5 5 5 6 6
 プラ製容器包装     ※ 5 4 4 4 3 4 4 3 3 4
 ダンボール　　　　  ※ 12 11 14 13 12 15 15 17 17 18
 雑誌                  ※ 15 15 18 16 14 16 15 15 16 15
 紙製容器包装      ※ 6 6 6 6 6 5 5 4 5 5
 新聞                  ※ 29 29 31 32 30 32 32 31 31 29
 その他 集計 集計 ※ 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0
小型家電　　　　　　 ※ 0 3 6 5 4 5 5 6 4 2

家庭系〇 891 907 923 926 918 926 924 909 935 967
事業系
（許可業者）

1.2 1.2 1.2 1.0 1.0 0.9 0.9 0.9 0.8 0.6

事業系
（許可業者を除く）

0.8 0.9 0.9 0.7 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.5

可燃ごみ搬
入量 集計

2.0 2.0 2.1 1.7 1.7 1.5 1.5 1.5 1.4 1.1

事業系
（許可業者）

0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.2

事業系
（許可業者を除く）

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

不燃ごみ搬
入量 集計

0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.2

事業系〇 １日平均事業計ごみ排出量（ｔ/日） 2.3 2.3 2.3 2.0 2.0 1.8 1.8 1.8 1.7 1.3
 アルミ缶 3 3 3 3 2 3 2 2 2 2
 ダンボール 23 24 24 23 19 15 11 13 11 10
 雑誌 12 13 9 8 7 6 7 4 3 3
 新聞 44 45 40 32 27 31 27 24 19 16
集団回収計 82 85 76 66 55 55 47 43 35 31

集団回収〇 16 17 16 14 12 12 11 10 8 71人1日平均集団回収量（/人・日）

1人1日平均集団回収量（/人・日）

可燃ごみ搬入量

可燃ごみ搬入量

不燃ごみ搬入量

不燃ごみ搬入量
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単位：t/日 単位：ｇ/人・日 

単位：ｇ/人・日 
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３ 収集・運搬の状況 

 

（１）ごみの分別収集区分 
 

 朝日町におけるごみの収集は、燃やせるごみは週２～３回、燃やせないごみは

週１回、金属・ガラス・粗大ごみについては月１回、空き缶、空きビン、紙製容

器包装、プラスチック製容器包装については月２回（ただし、11月から翌年３月

までは月１回）実施しているほか、ペットボトルは町内 16 箇所での拠点回収を

行っています。 

また、第１資源物回収広場（泊地内）、第２資源物回収広場（殿町地内）、第３

資源物回収広場（舟川新地内）に資源物回収広場を開設し、スチール缶、アルミ

缶、ビン類、ダンボール、雑誌類、新聞、紙パック、紙製容器包装、プラスチッ

ク製容器包装、使用済小型家電（第１資源物回収広場、第２資源物回収広場のみ）

の回収を行っています。 

    ごみ収集の分別は前述の図３－１に示すとおりとなっており、燃やせるごみ、

燃やせないごみともに有料の指定袋のほか、袋に入らないごみについては、収集

券を貼付して排出するように指定しています。 

    その他、指定袋でない場合、収集券の貼付がない場合、分別区分が守られず燃

やせるごみと燃やせないごみが混入している場合は収集しないことなどを取り

決めています。 

 

４ 中間処理の状況 
 

    朝日町における中間処理は、魚津、黒部、入善及び朝日町で構成する新川広域

圏事務組合による広域的な処理を行っています。処理施設の概要は次に示すとお

りです。 

 

【ごみ焼却施設の概要】 

施 設 名 エコぽ～と 

所 在 地 朝日町三枚橋 188-1 

敷 地 面 積 13,726 ㎡ 

竣 工 年 月 日 平成 12 年 3 月 31 日 

公称処理能力 174t／16h 

設計ダイオキシン濃度 0.1ng／Ｎ㎥ 

焼 却 炉 形 式 准連続燃焼方式（日立流動床式） 

基     数 58t／16h×3 基 

ごみピット容量 2,680 ㎥ 

余熱利用設備 温水発生器（冷暖房、給湯、場内融雪）、場外余熱利用設備 

灰 出 し 設 備 灰固化処理装置（セメント及び薬剤併用式） 
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【不燃ごみ処理施設の概要】 

 

 

 

５ 最終処分の状況 
 

 ごみの最終処分については、新川広域圏事務組合の計画により埋立処分、民間

業者による処分、再利用業者への譲渡等を行っています。 

    最終処分場の概要については、次に示すとおりです。 

 

  【最終処分場の概要】 

施 設 名 宮沢清掃センター 

所 在 地 黒部市宮沢 99 番地 

敷 地 面 積 5,900 ㎡ 

竣 工 年 月 日 
平成 2年 3月 10 日 

（平成 30 年 9 月ビニ・プラ類専用ライン増設） 

公称処理能力 
不燃・粗大：40t／5h 

ビニ・プラ：20t／5h 

形 式 
NKK 回転式横型破砕機（不燃・粗大） 

鎌張製衡式破袋機（ビニ・プラ） 

圧 縮 機 1 基 

破 砕 機 1 基 

破 袋 機 1 基 

選 別 機 磁選機 2基、トロンメル 1基、アルミ選別機 1基 

貯留搬出設備 

磁性物貯留バンカー 15 ㎥  

可燃物貯留バンカー 19 ㎥ 

不燃物貯留バンカー 15 ㎥ 

減容設備 
処理能力 2t／h ×2基 

形  式 2 軸スクリュー減容機 

施 設 名 新川一般廃棄物最終処分場 

所 在 地 魚津市吉野 2330 番地 

埋 立 物 焼却灰 

竣 工 年 月 日 平成 12 年 3 月 31 日 

埋立最終予定 平成 26 年度 

埋 立 面 積 12,000 ㎡ 

埋 立 容 量 165,262 ㎥ 
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【新川一般廃棄物最終処分場の埋立量と残容量】           

年度 年間埋立量 年度末残容量 

平成 29 年度 2,945 ㎥ 102,484 ㎥ 

平成 30 年度 2,790 ㎥ 99,694 ㎥ 

令和１年度 2,653 ㎥ 97,041 ㎥ 

令和２年度 2,775 ㎥ 94,266 ㎥ 

 

   ※宮沢清掃センター最終処分場は旧処分場の埋立完了に伴い、平成２５年度より

新最終処分場の供用を開始したところです。 

    埋立物については、破砕不燃物（金属、ガラス、粗大ごみ類）であり、ビニー

ルプラスチック類については減容化し民間業者に処分を委託しています。 

 

【新廃棄物最終処分場の埋立量と残容量】           

年度 年間埋立量 年度末残容量 

平成 30 年度 751 ㎥ 49,098 ㎥ 

令和１年度 846 ㎥ 48,252 ㎥ 

令和２年度 914 ㎥ 47,098 ㎥ 

 

 

 

 

し ゃ 水 設 備 
二重しゃ水シート（ポリエチレンシート、厚さ 2.0

ｍｍ） 

浸出水処理方式 接触ばっ気法＋凝集沈殿＋砂ろ過＋活性炭吸着 

擁 壁 [高さ]2.5ｍ～11.0ｍ [延長]311.7ｍ 

浸出水処理能力 110 ㎥／日 

水 質 

pH  5.8～8.6    BOD 10 ㎎／ℓ以下   

COD 20 ㎎／ℓ以下  SS 10 ㎎／ℓ以下 

T-N 10 ㎎／ℓ以下  大腸菌 1,000 個／㎤以下 

施 設 名 宮沢清掃センター新最終処分場 

所 在 地 黒部市宮沢 99 番地 

埋 立 物 一般廃棄物（破砕不燃物） 

竣 工 年 月 日 平成 25 年 3 月 

埋 立 期 間 平成 25 年度から約 15年間 

敷 地 面 積 45,239 ㎡ 

埋 立 容 量 54,000 ㎥ 

構 造 階 数 鉄骨平屋建て 

貯留構造物寸法 （内寸）幅 30ｍ×奥行き 110ｍ×深さ 17ｍ 



- 22 - 

 

６ ごみ処理経費 
 

    ごみ処理経費については、新川広域圏事務組合管理の各処理施設の維持管理、

処分費用として当町が新川広域圏事務組合へ支払っている負担金及び計画収集

によるごみの収集運搬委託料の合計額です。 

 

 

図３－５ ごみ処理経費の推移 
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７ 資源化・減量化の状況 
 

（１）ごみの有料化 
 

    一般廃棄物の収集・運搬及び処理の手数料は「朝日町廃棄物の減量化及び適正

処理等に関する条例」において新川広域圏事務組合が指定した一般廃棄物収集指

定袋及び指定券により適正に排出しなければならないと定めており、その一般廃

棄物収集指定袋及び指定券については、「新川広域圏事務組合一般廃棄物収集指

定袋及び収集指定券取扱いに関する条例」及び「新川広域圏事務組合清掃センタ

ー使用に関する条例」において、以下のように定められています。 

 

図３－６ 一般廃棄物収集指定袋及び指定券手数料 

 

区分 種類 手数料 

収集指定袋 家庭用 可燃ごみ 大（45 リットル） １枚 18 円 

可燃ごみ 中（20 リットル） １枚 13 円 

可燃ごみ 小（10 リットル） １枚  8 円 

不燃ごみ 大（45 リットル） １枚 18 円 

不燃ごみ 中（20 リットル） １枚 13 円 

不燃ごみ 小（10 リットル） １枚  8 円 

事業者用 可燃ごみ  （45 リットル） １枚 18 円 

不燃ごみ  （45 リットル） １枚 18 円 

収集指定券   １枚 20 円 

 

図３－８ 一般廃棄物処理手数料（直接持込） 

 

施設名 廃棄物の種類 手数料 

エ コ ぽ

～と 

焼却することができ

る可燃性ごみ 

家庭系廃棄

物 

50 キログラム（50 キログラムに満たな

いものは 50 キログラムとみなす。）に

つき 200 円 

事業系廃棄

物 

50 キログラム（50 キログラムに満たな

いものは 50 キログラムとみなす。）に

つき 400 円 

宮沢清

掃 

セ ン タ

ー 

圧縮、破砕及び切

断処理することがで

きる粗大ゴミ 

家庭系廃棄

物 

100 キログラム（100 キログラムに満た

ないものは 100 キログラムとみなす。）

につき 500 円 

事業系廃棄

物 

100 キログラム（100 キログラムに満た

ないものは 100 キログラムとみなす。）

につき 1,000 円 

埋立処分することが

できる不燃性ごみ

（圧縮、破砕及び切

断処理することがで

きるものを除く。） 

家庭系廃棄

物 

100 キログラム（100 キログラムに満た

ないものは 100 キログラムとみなす。）

につき 300 円 

事業系廃棄

物 

100 キログラム（100 キログラムに満た

ないものは 100 キログラムとみなす。）

につき 600 円 
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（２） 補助金・報奨金制度の状況 
 

① ごみ集積籠設置事業補助金交付について 

本町では、ごみ減量化対策として、町内会等が管理するごみ集積籠設置事業に 

要する経費に対して、購入費用または修繕費用の２／３（ただし、２０，０００円

未満の修繕は対象外）を補助率として、１基 100,000 円を限度額として、補助して

います。 

 

図３－８ ごみ集積籠設置事業補助金交付状況 

 

 

 

 

② 生ごみ処理機器設置事業補助金制度 

   本町では、ごみ減量化対策として、家庭から排出される生ごみの家庭内処理を推

進しており、家庭用生ごみ処理器具等を設置する世帯に購入価格の１／３の補助率

として、１基 18,000 円を限度額として、補助しています。 

 

図３－９ 生ゴミ処理機器設置置事業補助金交付状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 町内数 対象数 補助金額計 

Ｈ23 6 8 基 199,000 円  

Ｈ24 3 3 基 75,000 円  

Ｈ25 7 13 基 1,143,000 円  

Ｈ26 13 30 基 2,634,000 円  

Ｈ27 8 14 基 647,000 円  

Ｈ28 14 29 基 1,293,000 円 

Ｈ29 7 13 基 842,000 円 

Ｈ30 6 8 基 543,000 円 

R 元 4 6 基 305,000 円 

R2 9 13 基 849,000 円 

年度 
コンポスト

（件） 

電動生ゴミ処理機

（件） 

ボカシ 

(件） 

計 

（円） 

Ｈ23 1 2 0 39,900  

Ｈ24 2 1 0 21,900  

Ｈ26 2 1 0 24,400  

Ｈ27 3 3 0 59,900  

Ｈ28 1 4 0 75,600  

Ｈ29 2 0 0 2,700  

Ｈ30 0 2 0 13,200  

Ｒ1 0 0 0 0  

Ｒ2 1 4 0 41,200  
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③ 資源物収集容器保管整備補助制度 

  町内に設置する資源物収集を保管するための物置等の購入価格の１／２を補助率 

とし、２７，０００円を限度として、補助しています。 

 

④ 美化活動自動車借上制度 

  美化活動の際に使用する自動車（軽トラ等）の管理上に対し、１台３，０００円、

１町内年間２台を限度として、助成しています。 

 

図３－１０ 美化活動自動車借上補助助金交付状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 資源ステーション設置状況及び資源物回収広場設置状況 

本町では、ごみの減量化及び資源化対策として、町内の資源ステーションで、月 

１回の資源ごみの回収を実施しています。 

また、資源物回収広場を開設し、現在 町内に３箇所、再生広場を開設しています。 

 

図３－１１ 資源ステーション設置状況 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

年度 使用台数（台） 補助金額計（円） 

平成２３年度 33 99,000  

平成２４年度 41 123,000  

平成２５年度 41 123,000  

平成２６年度 47 141,000  

平成２７年度 45 135,000  

平成２８年度 53 159,000  

平成２９年度 55 169,000  

平成３０年度 52 164,000  

令和元年度 52 158,000  

令和２年度 42 130,000  

地区 設置箇所数 

境 8 

宮崎 6 

笹川 6 

泊１区 10 

泊２区 14 

泊３区 17 

五箇庄 3 

南保 11 

山崎 10 

大家庄 10 

その他 2 

 

 

 

 

 



- 26 - 

 

 

図３－１２ 資源物回収広場設置状況 

 

 

 

 

 

  

 

⑥ リサイクル団体による資源物回収報奨金交付について 

本町では、ごみの減量化及び資源化対策として、朝日町資源回収団体として登録し 

たリサイクル団体に対して、資源物の回収量に対して、４円/㎏の報奨金を交付して

います。 

 

図３－１３ リサイクル報奨金交付状況  

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再生広場名称 設置場所 開設時期 

第１資源物回収広場 泊地内 平成 15 年４月 

第２資源物回収広場 殿町地内 平成 28年 4 月 

第３資源物回収広場 舟川新地内 平成 23年 10 月 

年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 R 元年度 R2 年度 

アルミ缶 2,843.4  2,669.0  2,355.1  2,806.0  2,198.0  1,986.0  1,622.8  1,632.7  

新聞紙 39,757.0  32,421.0  30,179.0  30,725.0  27,270.0  24,264.0  19,038.0  15,420.0  

雑誌 8,740.0  7,776.0  7,169.0  5,686.0  7,192.0  3,640.0  3,023.0  2,814.0  

ダンボール 24,037.0  22,699.0  19,102.0  15,259.3  11,403.0  12,568.0  11,130.0  9,879.0  

牛乳パック 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

鉄 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

その他 50.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  40.0  

合計(Ａ) 75,427.4  65,565.0  58,805.1  54,476.3  48,063.0  42,458.0  34,813.8  29,785.7 

報奨金申請

額 

(Ａ)×4円 

301,710 262,260 235,220 217,905 192,252 169,832 139,255 119,142 

登録団体数 40 40 40 40 40 40 40 40 

（㎏） 
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８ ごみ処理システムの評価 
 

（１）家庭系・事業系ごみの排出量 
   富山県の市町村の 1人 1日当たり排出量を比較すると、本町の 1人１日あたり

排出量は、生活系ごみ 984ｇ/人・日、事業系ごみ 181ｇ/人・日、計 1,166ｇ/人・

日で、県内では、４番目に多い排出量となっています。 

   

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）資源化リサイクル率 
   富山県の市町村の資源化のリサイクル率を整理すると、本町のリサイクル率

は、18.8％と低く、富山県内では、下から３番目に位置しています。 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

滑川市

南砺市

砺波市

立山町

富山市

氷見市

射水市

魚津市

高岡市

入善町

小矢部市

黒部市

朝日町

上市町

舟橋村

リサイクル率Ｒ
(直接資源化量+中間処理後再生利用量+集団回収量)/(ごみ処理量+集団回収

量)*100 （％）

 

 
 

 

滑川市 33.9

南砺市 30.1

砺波市 27.7

立山町 25.3

富山市 23.1

氷見市 22.8

射水市 21.8

魚津市 21.4

高岡市 20.6

入善町 19.6

小矢部市 19.5

黒部市 19.5

朝日町 18.9

上市町 18.8

舟橋村 12.6

リサイクル率 Ｒ
(直接資源化量+中間処
理後再生利用量+集団回
収量)/(ごみ処理量+集

団回収量)*100

 

環境省「一般廃棄物処理調査（R2 年度）」 

 

（g/人日) （g/人日) （g/人日)

滑川市 1,306 933 373

立山町 1,212 770 442

入善町 1,181 990 192

朝日町 1,166 984 181

上市町 1,119 792 327

射水市 1,078 649 429

富山市 1,062 712 350

魚津市 1,051 719 332

黒部市 1,027 737 289

氷見市 993 567 426

高岡市 987 575 411

砺波市 977 583 394

舟橋村 951 724 227

小矢部市 933 628 305

南砺市 872 584 288

合計
(ごみ総排出
量)*10^6/総
人口/366

生活系ごみ
(生活系ごみ
搬入量+集団
回収
量)*10^6/総

事業系ごみ
(事業系ごみ
搬入
量)*10^6/総
人口/366

１人１日当たりの排出量
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９ その他 
 

（１）朝日町廃棄物減量等推進協議会 
 

  当町では、一般廃棄物の減量化及び適正処理に関する事項を協議するため、「朝

日町廃棄物の減量化及び適正処理等に関する条例」に基づき、「朝日町廃棄物減

量等推進協議会」を設置しています。 

    協議委員は、町長から委嘱された学識経験者、地域住民の代表者、関係団体の

代表者等で構成しています。 

 

 

１０ 課題について 
 

（１）排出抑制 
 

 当町では、過去５年間の傾向としては、人口の減少に伴い、総廃棄物排出量は、

減少傾向にあるが、一人当たりの排出量は、令和元年度から増加傾向に転じてい

ます。 

 コロナ禍による巣ごもり生活による家庭系のごみの排出が増加したことによ

るものと考えられるが、排出量の抑制に努めていく必要があると考えられます。 

 

 

 

（２）資源化 
 

 当町では、過去５年間の傾向としては、人口の減少に伴い、総資源物排出量は

は、減少傾向にありますが、一人当たりの排出量は、ほぼ横ばいであったが、令

和２年度は、減少となりました。小型家電の資源化量が、減少したことによるも

のと考えられ、資源化回収の周知啓発が必要と考えられます。また集団回収につ

いても、過去５年間減少傾向にあり、集団回収の活動の減少傾向にあったことに

加え、コロナ禍の影響がさらに減少傾向につながったことによるものと考えられ

ます。今後は、地域おける共助が必要であることから、集団回収への協力を呼び

かけるとともに、集団回収のあり方についても検討する必要があります。 

 

 

（３）収集運搬 
  当町においては、地域別に、計画的にごみ収集を実施しており、今後も継続 

的・計画的に実施に努めていく必要があります。 

  今後は、災害時における災害廃棄物の処理など計画的運用について想定し、非

常災害発生時に備えた災害廃棄物処理計画の策定について、喫緊の整備が必要で

す。 
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（４）中間処理・最終処分 
   当町においては、新川広域圏事務組合によるごみの広域的な中間処理・最

終処分を行っております。ごみ処理経費の過去５年間の実績によると、年々、

増加傾向にあります。今後も継続的に処理体制の維持が必要であることから、

排出量の抑制し、経費の削減に努めていく必要があります。 
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第２節 ごみ処理基本計画 
 

１ 基本目標 
 

 廃棄物対策とリサイクル対策を総合的・計画的に推進する「循環型社会」の実

現のためには、町民、事業者、行政が共通認識をもって取り組む必要があり、廃

棄物に対する町民一人ひとりの意識改革が重要です。今、求められているのは、

ライフスタイルや経済活動を早急に見直し、天然資源の消費が抑制され、環境へ

の負荷が低減される社会の追及であります。 

 私たちには、先祖から引き継いできた環境を良好なまま次の世代に確実に引き

継いでいく責務があり、豊かな生活を通じて大量に排出されたごみを、法律で定

められた処理やリサイクルの取組み等を広く町民に啓発しながら、循環型社会の

実現に取り組む必要があります。 

 

 

２ 基本方針 
 

    基本目標を達成するため、以下のことを基本方針とします。 

 

 ●町民・事業者・行政が一体となって取り組むごみの減量化・資源化の推進 

   

    ●３R に基づく循環型社会の推進 

 

     ※３R（Reduce：ごみの発生抑制、Reuse：再使用、Recycle：再生利用） 

 

 

３ 基本方針のため町民・事業者・行政が担う役割 
 

＜町民の役割＞ 

 

（１）ごみ発生の抑制 

分別の徹底やマイバック運動、食品ロス削減など、ごみの減量化に向けた取

り組みに協力します。 

 

（２）ごみ排出の抑制 

生ごみは水きりを徹底し、電動生ごみ処理機等の使用により堆肥化し、でき

るだけ自家処理に努めます。 

また、一斉清掃などの美化活動に積極的に参加するなど、地域の美化に努め

ます。 

 

（３）リサイクルの推進 

資源ごみは資源物回収広場、または地域で行なわれる集団回収へ排出し、地

区全体で資源ごみのリサイクルの推進を図ります。また、環境にやさしい再生

品を積極的に使用し、その需要の増大を図ります。 
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（４）ライフスタイルの変換 

本当に必要なもの、長く使用できるものを購入するなどライフスタイルの見

直しに心がけます。 

 

 

＜事業者の役割＞ 

 

（１）ごみ発生の抑制 

過剰包装を行わないよう努め、消費者がごみとして排出しなければならない

容器を見直し、回収して再使用できる容器を使った販売を行ないます。また、

グリーン購入法適合商品またはエコマーク商品を購入します。 

 

 

（２）ごみ排出の抑制 

従業員に対し、ごみ排出抑制の周知・徹底を図り、事業所間で連携し回収及

び内部処理の推進を図ります。また、ごみ排出までの流れを調査・研究し、環

境への低減化を図り、適正処理し、減量化を図ります。 

 

（３）リサイクルの推進 

事業所から排出されるごみのうち再生利用が可能なものは、分別して資源化

に努めます。 

また、積極的に再生品を使用し、その需要の拡大を図ります。 

 

 

＜町の役割＞ 

 

（１）安全・安心・安定的な廃棄物処理体制の構築 

町民・事業所が、ごみ減量や資源化に取り組みやすい体制を構築します。ま

た、環境負荷低減化に努め、安全・安心・安定的な収集運搬、処理処分体制を

構築します。今後、大規模災害時発生等の事態を想定し、非常時においても安

全・安心・安定的に廃棄物の処理を実施できる体制を整備します。 

 

（２）ごみ発生・排出の抑制 

事業所としての役割を果たすとともに、他の事業者へごみ減量及び資源化、

適正処理に向けた取り組みに対して、積極的に協力、支援に努めます。 

また、グリーン購入法適合商品またはエコマーク商品を購入します。 

 

（３）情報収集 

ごみ処理方法・技術等の情報や他市町村の取組み状況など、参考となる情報

収集並びに調査研究に努めます。 

 

（４）広報啓発活動の推進 

町民に対して、ごみ処理の現状、適正処理の必要性、食品ロス削減やプラス

チックの排出抑制、「ＳＤＧｓ」など環境保全等の情報をチラシや広報誌・ケー

ブルテレビ、ＨＰを活用し提供するなど広報啓発活動を推進します。 
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（５）リサイクルの推進 

資源物回収広場の管理・運営及び利用促進を図り、使用済小型家電類など資源

化について、リサイクルの推進を図ります。 

 

 

４ 目標値の設定 
 

    廃棄物対策とリサイクル対策を総合的・計画的に推進する「循環型社会」の実

現のため、町民、事業者、行政が共通認識をもって取り組むため、目標値を以下

のとおり設定します。本計画の上位計画である朝日町総合計画における目標値に

として、全体の排出量を設定します。 

 

 

【減量化目標】 
 

本町において現状のまま推移した場合は、人口減少によるごみ排出量の減少が見 

込まれるため、本計画では、１人 1 日あたりのごみ排出量について、目標値を立て 

ます。令和２（2020）年度（982g/人・日）を基準年度として、令和８（2026）年 

度まで、910g/人・日、令和１３（2031）年度まで 910g/人・日を目標値とします。 

 

また、資源化の目標値については、家庭ごみに含まれる資源ごみの回収量が主に 

なるため、家庭ごみにおけるリサイクル率の向上を目指し、目標値を設定します。 

全体のごみ排出量の資源化率を、令和２（2020）年度を基準年度として、令和８ 

（2026）年度まで、13.0％の増加、令和１３（2031）年度まで 13.0％増加を目標と

します。 
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図４－１ ごみ減量化目標値 

 
 

計画 年度 （西暦）
可燃ごみ
排出量

不燃ごみ
排出量

家庭系
集計

可燃ごみ
排出量

不燃ごみ
排出量

事業系
 集計

H23 2011 3,278 712 3,990 728 97 825 467 83 5,365 - 実績値 961 10.2

H24 2012 3,313 713 4,026 744 98 842 470 85 5,423 1.1 実績値 983 10.2

H25 2013 3,241 711 3,952 760 92 852 515 75 5,395 △ 0.5 実績値 992 11

H26 2014 3,232 680 3,912 623 96 719 479 66 5,176 △ 4.1 実績値 977 10.5

H27 2015 3,144 680 3,824 608 115 723 436 54 5,036 △ 2.7 実績値 979 9.7

H28 2016 3,108 629 3,737 549 118 667 464 54 4,922 △ 2.3 実績値 970 10.5

H29 2017 3,020 649 3,669 540 117 657 449 48 4,823 △ 2.0 実績値 970 10.3

H30 2018 2,859 669 3,528 540 113 653 445 42 4,669 △ 3.2 実績値 956 10.4

Ｒ１ 2019 2,915 658 3,573 497 122 619 434 35 4,661 △ 0.2 実績値 978 10.1

（基準値） Ｒ２ 2020 2,944 692 3,636 393 81 474 407 30 4,547 △ 2.4 実績値 982 9.6

R3 2021 2,624 617 3,241 350 73 423 377 28 4,069 △ 10.5 963 10.0

R4 2022 2,578 606 3,184 344 71 415 408 30 4,037 △ 0.8 946 11.0

R5 2023 2,531 595 3,126 338 70 408 437 32 4,003 △ 0.8 929 12.0

R6 2024 2,485 584 3,069 331 69 400 465 34 3,968 △ 0.9 912 13.0

R7 2025 2,480 583 3,063 331 69 399 464 34 3,960 △ 0.2 910 13.0 11,500

中間目標 R8 2026 2,432 572 3,004 324 67 392 455 33 3,884 △ 1.9 910 13.0

R9 2027 2,385 561 2,946 318 66 384 446 32 3,809 △ 1.9 910 13.0

R10 2028 2,338 550 2,888 312 65 376 437 31 3,733 △ 2.0 910 13.0

R11 2029 2,291 539 2,830 305 63 369 428 30 3,659 △ 2.0 910 13.0

R12 2030 2,243 527 2,770 299 62 361 419 29 3,581 △ 2.1 910 13.0 10,403

最終目標 R13 2031 2,212 520 2,732 295 61 356 414 29 3,533 △ 1.3 910 13.0

１人・１日
/g

資源化率
（％）

朝日町人口

ビジョン

人口推移

（人）

家庭系 事業系

資源 集団回収 合計
前年比
増減

備考

 
 

 

※１人１日当たりのごみ排出量目標値算出 

 （家庭系ごみ排出量＋事業系ごみ排出量）/年度末住基人口/366 日 

※資源化率 

 （資源ごみ回収量＋集団回収量）/（家庭系ごみ排出量＋事業系ごみ排出量） 

 

単位：t 

 


